
株式会社　とちぎんビジネスサービス

株式会社　とちぎん集中事務センター

株式会社　とちぎんカード・サービス

②非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

　(１)　連結の範囲に関する事項

　(３)　連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

栃木県宇都宮市西2丁目1番18号

　(４）　連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価を採用しております。

　　会社名

④持分法非適用の関連法人等

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

３月末日　　　　　　４社

　(２)　持分法の適用に関する事項

①  持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

② 持分法適用の関連法人等

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

①連結される子会社及び子法人等　　　　　　４社

株式会社　とちぎんリーシング

株 式 会 社 栃 木 銀 行
取 締 役 頭 取 菊 池 康 雄

第１０７期　決算公告

　連結財務諸表の作成方針



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1．

　建　物 　12年～50年

　その他    2年～20年

③

 　過去勤務債務      　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法 　　　　　　
　　　　　　　　 　　により損益処理
　 数理計算上の差異  　各発生連結会計年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ
　　　　　　　　　   る定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

　なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度の連結計算書類に与
える影響はありません。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結さ
れる子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

(5)貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース
期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ
るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

会計処理基準に関する事項

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

(4)減価償却の方法

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のう
ち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

(3)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

(1)商品有価証券の評価基準及び評価方法

 (会計方針の変更）

　当連結会計年度末から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その3）」（企業会計基準第19号平成20年7月31
日）を適用しております。

①有形固定資産(リース資産を除く）

　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。)については
定額法）を採用しております。

　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により
償却しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は26,734百
万円であります。

　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた
額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当ててお
ります。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施してお
り、その査定結果により上記の引当を行っております。

 「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会
銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎
に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸
念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下
記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を引当てて
おります。

(6)賞与引当金の計上基準

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度
に帰属する額を計上しております。

(7)役員賞与引当金の計上基準

　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度
に帰属する額を計上しております。

(8)退職給付引当金の計上基準

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおり
であります。

連結貸借対照表・連結損益計算書　注記事項



　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金見込額を計上しております。

(13）リース取引の処理方法

(14）消費税等の会計処理

追加情報

1.

2．

3．

4．

5．

6．

7．

　担保に供している資産

　　預け金　　　　　　　　　　

　　有価証券　　　　　 　　　

　　その他資産（割賦債権）　　　

　　その他資産（リース投資資産） 百万円
　　その他資産　　　 　　　　  　

　担保資産に対応する債務

　　預金　　　　　　       百万円

　　借用金　　　　　　　　　　　 百万円

百万円

百万円

　ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、原
債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、300百万円であります。

　破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は41,713百万円であります。
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　当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

百万円

　当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）および「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用しております。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は178百万円であります。

　また、その他資産のうち保証金は912百万円であります。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,247百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月
以上延滞債権に該当しないものであります。

　なお、1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券83,558百万円、手形交換所差入保証金としてその他資産3百
万円を差し入れております。

2,194

3,262

　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入
外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は13,512百
万円であります。

百万円2

　当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年4月1日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお
ります。

　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のう
ち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

(10)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

(12)外貨建資産・負債の換算基準

　睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるた
め、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

(11)偶発損失引当金の計上基準

　当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（連結貸借対照表関係）

注記事項

　貸出金のうち、破綻先債権額は1,517百万円、延滞債権額は33,769百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息
の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホ
までに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻
先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　担保に供している資産は次のとおりであります。

2,681

30

1,079

 (金融商品に関する会計基準）

(9)役員退職慰労引当金の計上基準



8．

9．

　再評価を行った年月日　平成11年3月31日

　同法律第3条第3項に定める再評価の方法

10．

11．

12．

13．　１株当たりの純資産額　　        　 　　　　　　　　　1,002円32銭

14．

退職給付債務 百万円

年金資産(時価) 百万円

未積立退職給付債務 百万円

未認識数理計算上の差異 百万円

未認識過去勤務債務(債務の減額) 百万円

連結貸借対照表計上額の純額 百万円

退職給付引当金 百万円

なお、当行は、退職給付信託を設定しております。

15. 銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、10.48％であります。

(連結損益計算書関係)

1.

2.

3.

   

　また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

△ 10,855

1ヶ所

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。　これ
らの契約に係る融資未実行残高は、394,398百万円であります。このうち契約残存期間が1年以内のものが344,870百万
円あります。

栃木県  25百万円

　土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評
価差額については、当該評価差額のうち評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　有形固定資産の減価償却累計額　　     　　　　 　23,742百万円

　1株当たり当期純利益金額　　   　49円71銭

　当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

△ 1,712

土地

3,471

　「その他の経常費用」には、貸出金償却5,500百万円、株式等償却1,022百万円を含んでおります。

△ 10,855

△ 24,912

12,297

△ 12,614

　減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は原則として不動産鑑定評価に
基づき、重要性が乏しい不動産については、路線価に基づき測定し、その測定額から処分費用見込額を控除して算定
しております。

　当連結会計年度において、以下の資産グループについて営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な時価の下落等
により、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額25百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

遊休資産

　また、本部、研修所、寮社宅、厚生施設等については、共用資産としております。

　資産のグルーピングの方法は、営業店店舗については、営業キャッシュ・フローの最小区分である営業店単位で、
遊休資産については、各々個別に1単位としてグルーピングを行っております。

場所 主な用途 種類 減損損失

　有形固定資産の圧縮記帳額　　         　　　  　  　429百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当
行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及
び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており
ます。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再
評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　   　　  6,530百万円

　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額は1,900
百万円であります。

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める「地価税法第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ
り算定した価額」に奥行価格補正及び時点修正等合理的な調整を行って算出しております。



（金融商品関係）

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

（2）金融商品の内容及びそのリスク

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①

②

③

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　また、外国為替取引に伴う外貨建ての資産については、為替の変動リスクに晒されております。

資金調達に係る流動性リスクの管理

　外貨建ての資産については、「国際業務管理基準」において、資金ポジションの限度額を定めており、実需に応
じてカバー取引を行っております。

　当行グループは、主に銀行業務を中心に事業を行っております。これら業務を行うため、主な営業基盤である栃
木県内を中心とした個人預金及び法人預金等によって資金調達を行っております。より多くのお客様から預金をお
預かりし、預金の小口分散化を進めることによる安定した資金調達を基本方針としております。

　デリバティブ取引は、外国為替取引にかかる為替先物予約取引を行っており、為替の変動リスクに晒されており
ます。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が異なることもあります。

　有価証券は、債券を中心として株式、投資信託等を純投資目的、満期保有目的及び事業推進目的で保有している
ほか、商品有価証券については、売買目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利や
市場価格の変動により資産の価値が変動し損失を蒙るリスクに晒されております。

　資金運用については、地域経済の発展と豊かな社会作りのため、住宅ローンを中心として個人ローンや地元中小
企業および個人事業主等の育成・支援という地域金融機関としての公共的使命のもと、お客様の幅広い資金ニーズ
に対応した融資により行っております。徹底したリテール戦略による底辺拡大を行い、将来にわたる融資基盤造り
を行うことを基本方針としております。有価証券運用については、国債・政府保証債・公共債等による安定運用を
基本スタンスとした運用を行っております。デリバティブは、金利リスク及び為替リスク等を効率的に管理する手
段として利用しており、投機的な収益獲得手段としては取扱わない方針であります。

市場リスクの管理

　当行グループは、「リスク管理基本規程」及び「信用リスク管理規程」の他信用リスクに関する諸規程に基づ
き、審査部、個人ローン部が個別債務者・案件に対し、与信審査、与信限度額の設定、与信情報管理、保証や担保
の設定、内部格付等の審査・管理を行うことで、個別債務者の信用リスクを管理するとともに、管理部と連携して
問題債権への対応を行う体制を整備し、随時、取締役会、経営会議にて審議、報告を行っております。

信用リスクの管理

　これらの信用リスク管理の状況については、随時、監査部がチェックしております。

　負債である預金については、一定の環境の下で支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒され
ております。

　さらに、経営企画部リスク管理室が、業種集中や大口集中等のモニタリングを定期的に行って信用リスクの分散
を図り、モニタリングの結果は定期的に取締役会、ＡＬＭ委員会に報告しております。

　当行グループが保有する金融資産は、主として国内の個人、事業先に対する貸付金であり、信用供与先の財務内
容の悪化等により債務履行能力に問題が生じ、資産の価値が減少ないし消滅する信用リスクに晒されております。
また、一部の連結子会社においては、国内の法人向けにリース債権を保有しており、これについても信用リスクに
晒されております。

　当行グループでは、「リスク管理基本規程」及び「市場リスク管理規程」に基づき、市場リスクを適切にコント
ロールするために、当行の体力に見合った市場リスクの限度額を定めており、資金運用部等の業務執行部門におい
て、市場リスク量が限度枠内に収まるように市場取引等の運用を行っているほか、経営企画部リスク管理室が、当
行全体の金利リスク、価格変動リスク、為替リスク等を統括的にモニタリングして限度額の遵守状況等を監視し、
その結果を定期的に取締役会、ＡＬＭ委員会に報告しております。

　また、有価証券の発行体の信用リスクについては、資金運用部が、定期的に外部格付等の信用情報や時価の把握
を行うことで管理しております。

　また、有価証券については、「有価証券取扱規程｣及び「同要領｣等に従い、資金運用部において投資にあたって
の事前審査を行うほか、期毎に定める有価証券投資計画に基づき運用を行っております。さらに、当行の体力を勘
案した保有限度額と損失限度額を定め、経営企画部リスク管理室が日次で遵守状況をモニタリングしており、これ
に抵触した場合は、臨時のＡＬＭ委員会を開催して対応を協議するなど、市場リスクに対する管理体制を整備して
おります。

　資金調達にかかる流動性リスクについては、資金運用部が、資金繰り表を作成・更新したうえ、経営企画部リス
ク管理室に報告しているほか、｢危機管理計画｣により、平常時、懸念時、危機時の流動性準備額を定め、これを上
回る流動性資産を保有していることを常時管理しております。



2．金融商品の時価等に関する事項

　

(１)現金預け金

(２)有価証券

　　満期保有目的の債券

　　その他有価証券

(３)貸出金

　貸倒引当金（＊）

資産計

　預金

負債計

(＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

(注1）金融商品の時価の算定方法
資　産
(1)現金預け金

(2)有価証券

(3)貸出金

負　債

○預金

非上場株式(＊1)(＊2)

 対象とはしておりません。

時価

665,182

1,788

　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、
定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しており
ます。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間(1年
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

連結貸借対照表計上額

　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づ
いて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除
した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて
は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。

(単位：百万円）

当連結会計年度において、非上場株式について74百万円減損処理しております。

区分

(＊1)

(＊2)

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異
なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によ
るものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合
に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

計上額

1,583,815

74,862

665,182

（単位：百万円）

　平成22年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。連結貸借対
照表計上額で重要性が乏しい科目については記載を省略しております。 なお、時価を把握することが極めて困難と
認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。

連結貸借対照表

74,862

△ 19,786

1,564,029

2,015

2,262,102

4,7301,568,759

2,015

2,321,109 2,325,368 4,258

2,264,117

2,264,117

　満期のある預け金については、預入期間が短期内（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。

(注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産
(2)有価証券」には含めておりません。

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められことから時価開示の

－

　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

　自行保証付私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引受
を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

2,262,102

差額

－

17,035 16,563 △ 471



(注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

有価証券

満期保有目的の債券

　うち国債

　　　地方債

　　　社債

　　　その他

その他有価証券のうち

満期があるもの

　うち国債

　　　地方債

　　　社債

　　　その他

貸出金（＊）

　　合　計

　　34,290百万円、期間の定めのないもの95,983百万円は含めておりません。　

(注4）有利子負債の連結決算日後の返済予定額

預金（＊）

　　合　計

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

（有価証券関係）

1．

2．

　国債

その他

1年以内

2,053,363    

2,053,363

(単位：百万円）

3年超

5年以内

1年超

3年以内

54,837       153,901      

153,901      54,837       

83,572    

1,403     

1,003     1,001     1,008     

－

123,205   

45,605    

26,150    

600       

－

24,078    

52,653    

－

163,485   148,429   

－

5年超

7年以内

7年超

10年以内3年以内

3,069     

70,050    165,089   

2         

1年以内
1年超

1,603     

151,387   

2,958     

合計

(単位：百万円）

17,035 16,563 △ 471

△ 511

小計 10,519 9,941 △ 578

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの

－

　社債 1,500 1,433 △ 66

△ 511

　外国証券 9,000 8,488

　地方債 － －

9,000 8,488

　国債 19 19 △ 0

小計 6,516 6,622 106

　外国証券 2,000 2,012 12

　地方債 2 2

12その他 2,000 2,012

　社債 1,500 1,515 15

3,014 3,092 77

0

（百万円）

満期保有目的の債券（平成22年3月31日現在）

連結貸借対照表
時価 差額

売買目的有価証券 1

（百万円） （百万円）

種類
計上額

279,788

400       

－

32,284    

82,169    

売買目的有価証券（平成22年3月31日現在)

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額(百万円)

15,236    

－

15,434    

179,685   

2,442     

46,441    

1,000     

－

15,236    

4,000     

－

－

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない

680,783   

700,020   

196,215

38,837    

23,782    

178,854   

89,513    

4,288     

50,620    

19,004    

4,000     

19,236    

4,000     

10年超

337,987   

501       

－1,950     

66,980    155,132   

4,000     

13,443    

5,281     

12,206    

3年超

331,073   

94,797    

164,847   

　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

288,294   

112,625   

5年以内

159,132   

3,000     

50        

－

－－

－

19        

－



3.

債券

　その他の証券

債券

　その他の証券

4.

株式

債券

　国債

　地方債

　社債

その他

5. 減損処理を行った有価証券

(1)

 

 ①

②

(2)

(追加情報）

　

124

種類

 その他有価証券（平成22年3月31日現在）

連結貸借対照表
取得原価 差額

計上額

4

小計

当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合、または経常利益が2年連続して赤字となり翌年も同様の状
況が予測される場合。

135 － －

167,674 3,426 473

時価のない株式は、1株当たりの純資産額が取得原価と比べて50％以上下落した場合は減損処理を行います。

　当連結会計年度における減損処理額は、947百万円であります。

過去2年間の平均株価が簿価比30％以上下落し、回復の可能性が認められないと判定した場合。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための、株式の減損基準は以下のとおりです。

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものについては、以下の場合に減損処理を行います。

時価のある株式は、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、減損処理を行
います。

　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取
得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とすると
ともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理(以下、｢減損処理｣という。)しております。

合計 665,182 665,494 △ 311

－

39,536 581 －

4,382

122,488 131,847 △ 9,359

7,541 9,094 △ 1,552

　外国証券 7,961 8,016 △ 55

その他 15,503 17,111 △ 1,607

17,155 △ 75

　社債 33,646 33,780 △ 133

78,059 78,331 △ 271

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

　国債 27,333 27,395 △ 62

　地方債 17,079

株式 28,925 36,405 △ 7,480

小計 542,694 533,646 9,047

－ － －

　外国証券 14,572 14,397 174

3,077

その他 14,572 14,397 174

3,362

　地方債 61,243 60,100 1,142連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

　国債 269,910 266,548

　社債 192,146 189,069

1,291

523,299 515,717 7,581

合計

（百万円） （百万円） （百万円）

株式 4,822 3,531

 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

113,705 1,012

（百万円)

9,915 1,707 468

（百万円) （百万円)

157,623 1,718 4

　なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを同
利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワプション・ボラティリ
ティが主な価格決定変数であります。当価額は、情報ベンダーより入手しており、その適切性を検証のうえ利用し
ております。

　最近の金融市場の状況を勘案した結果、変動利付国債の時価については、「金融資産の時価の算定に関する実務
上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）を踏まえ、当連結会計年度末は合理的
な見積もりに基づき算定された価額としております。なお、これにより、市場価格によって評価した場合に比べ、
有価証券が4,038百万円、その他有価証券評価差額金が2,402百万円それぞれ増加し、繰延税金資産が1,635百万円減
少しております。



(金銭の信託関係)

(注)「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない
もの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
　

その他の
金銭の信託

取得原価

－10,151 10,151 － －

(百万円) (百万円)

差額

　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)（平成22年3月31日現在)

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

(百万円) (百万円)

うち連結貸借対照表
計上額が取得原価を

超えないもの
(百万円)

連結貸借対照表
計上額
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